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はじめに

本稿は、1956 年の独立以降、高等教育政

策に着目してきた一方で国内の発展に影響

をおよぼす頭脳流出が止まらないスーダン

の現状を、首都ハルツームの若者の声を基

に分析した質的研究である。本調査より、

国外移住を希望する若者は「意識的往還型」、

「選択的残留型」、「希望的流出型・計画組」、

「希望的流出型・未計画組」の 4 つに分類さ

れることが明らかになった。これらを踏ま

え、本稿は頭脳流出対策の観点から高等教

育政策に必要とされる要素を考察すること

を目的とする。

スーダンにおいて高等教育は最高学府で

あり、社会的発展への期待と社会改革を

実現するための最重要機関である（Sudan 

National Council for Strategic Planning 

2007, p.135）として、世界の開発援助潮流

が基礎教育にスポットを当てていた中、早

い段階から高等教育に着目してきた。1970

年代後半には、国際的にみても早くからア

ファーマティブ・アクションを高等教育制

度に取り入れ（Tenret 2016）、1978 ～ 79

年から 1988 ～ 89 年の国家予算においては、

初等および中等教育の約 4 倍の費用を高等

教育にあてる（Medani 1994）など高等教育

改革に重点をおいてきた。世界銀行の統計

によれば、2015 年の各教育レベルへのアク

セスは、初等教育粗就学率が 73.6％、中等

教育粗就学率が 45.8％、高等教育粗就学率

が 17％ (1) と、サブサハラアフリカ全体（初

等教育が 97％、中等教育が 43.8％、高等

教育が 9.1％）と比較すると、初等教育の

粗就学率は低いが、中等、高等教育は高い
(2)。高等教育の大衆化における発展過程を

エリート（～ 15％）、マス（15％～ 50％）、

ユニバーサル（50％～）の三段階に区分し

たマーチン・トロウの定義（トロウ 1976）

によれば、スーダンの高等教育はエリート

段階からマス段階に突入しており、高等教

育の大衆化が進みつつある段階であると言

える。今後も伸び代のある初等、中等教育

の粗就学率の増加と共に、高等教育の就学

率上昇が予想される。

その一方で、高等教育のマス化と同時

に、頭脳流出が進んでいる。頭脳流出の

問題点は、高等教育人材が帰還しなけれ

ば、彼らの知識やノウハウが自国に還元

されないことである。スーダンの人材開

発・労働省（Ministry of Human Resources 

Development and Labor）大臣は、2012 年

だけで医療従事者などの高度人材を含む 9

万 1 千人が労働のため国外へ移動し、1,002

名の大学関係者がポスト数の不足や低賃金

のため、国外に移住し、スーダンの高等教

育に直接的な影響を与えるだろうとの懸念

を国会で言及した（Sudan Tribune 2013）。

2005 年においては、スーダン人医師の 60％

が国外にいるとの統計もある（Gesmalla & 

Badr 2018）。なお、120 ～ 170 万人のスー

ダン人が労働や強制的な移住のため国外に
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いると言われており、そのうち過半数の 88

～ 133 万 8,000 人が労働を目的とした移住

者であり、国内の長引く経済不安やガバ

ナンスの問題が主な移動理由である（IOM 

2011）。

このようにスーダンは、高等教育政策に

力をいれ、高等教育の大衆化が進みつつあ

るが、国内情勢を引き金に発生している

頭脳流出の問題は解決していない。これに

対し、IOM（2011）は、移住に対する包括

的な国家戦略がないことを指摘している

し、包括的なスーダンの開発戦略として制

定された「25 ヵ年国家戦略 2007 ～ 2031 年

（The Twenty-Five Year National Strategy 

(2007-2031)）」も頭脳流出における脅威や

対策に触れていない。これらを踏まえ、本

稿では 2018 年 3 月から 5 月にかけて首都ハ

ルツームにて、ハルツームの政府系および

私立大学の学生および卒業生 26 名に対し、

進路形成に関する半構造化インタビューを

行った。その調査結果を基に、頭脳流出対

策を検討した上で、政府が目指す国家の課

題解決のための人材育成に必要とされる高

等教育政策に必要な要素を考察する。

１．スーダン高等教育史と頭脳流出の

変遷

スーダンの高等教育史は、イギリス・エ

ジプト統治期である 1902 年にエリート集団

を輩出するために設立されたゴードン・メ

モリアル・カレッジ（現ハルツーム大学）

が始まりと言えるだろう。そして 1990 年の

高等教育改革により全国各地に高等教育機

関が増設され、スーダンの高等教育改革は

拡大期を迎える。本章ではまず、スーダン

の高等教育史を①草創期（1902 ～ 1956 年）、

②萌芽期（1956 年の独立後～ 1990 年）、③

拡大期（1990 年～現在）と区切り、高等教

育政策と頭脳流出について見ていく。

1.1. 草創期（1902 年～ 1956 年）

1899 年、イギリスはエジプトとスーダン

の共同統治を開始し、1902 年、現在のハル

ツーム大学の前身となるゴードン・メモリ

アル・カレッジが北部のエリートを養成す

るために設立された（Bishai 2008）。当時

は高等教育機関ではなく、初等・中等教育

機関として機能していたゴードン・メモリ

アル・カレッジは、1936 年、法学部の設立

と共に、スーダン初の高等教育機関となっ

た。1945 年には、これまで銘々に設立され

てきた学部がロンドン大学によって一つの

管理下におかれ、1951 年、ハルツーム大学

カレッジ（Khartoum University College）

と改名した。またこの頃、成績優秀者には

ロンドン大学の学士号（bachelor degree）

が、その他の修了生はハルツーム大学カ

レッジの卒業資格（diploma）が付与され

ていた（Ministry of Higher Education & 

Scientific Research 2016）。このように、

スーダンに居ながらイギリスの名門大学の

学位が取れる環境にあった中、エリート層

の子息たちのヨーロッパ留学の機会も向上

した（Fábos 2014）。例えば、1966 ～ 67 年、

1986 ～ 89 年に首相を務めたサーディク・

マハディ氏はオックスフォード大学、スー

ダンのイスラーム化のため教育者および政

治家として活躍し、司法長官や副首相、外

相、国会議長を歴任した故トゥラービー氏

はロンドン大学およびソルボンヌ大学で教

育を受けた（富田 2002）。このように、スー

ダンの高等教育の開始と共に、一部のエリー

ト層はヨーロッパで教育を受けた後、帰国

して国の発展に関与していた。

1.2. 萌芽期（1956 ～ 1990 年）

1956 年、イギリス・エジプトの共同統治

から独立すると、政府は小規模ながらも新

たな大学や学部を創設し、高等教育の促進

を図った。1969 年発足のニメイリ政権は、

社会および経済発展のニーズに応えるため



（表 1）2005 ～ 08 年における各国の教育支出分配率の比較（％）
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技術および職業教育に力をいれた（Berry 

2015, p.121-122）が、同政権の教育政策に

より高等教育機関は、学術研究機関から政

治組織へ変わったとの指摘もある（Beninyo 

1996）。しかし、予算配分から見れば萌芽期

において政府が高等教育に焦点をあててい

たことがわかる。Elhaj, Mohammad & Elhag

（2017）によれば、1956 年、政府は国家予

算全体の 15.5％を教育費に設定した。これ

は 2015 年の世界平均が 13.96％であること

からもわかるよう、多くの予算を教育費に

分配していた。また、Medani（1994）によ

れば、1978 ～ 79 年から 1988 ～ 89 年の予

算において、初等および中等教育の 4 倍の

費用が高等教育にあてられていた。

その一方、高等教育の普及にスーダンの

労働市場は耐えきれず、高等教育人材の国

外流出に拍車をかけた（Assal 2010）。1970

年ごろから高度人材の国外への移動が顕

著となり、1978 年だけで医師および歯科

医の 17％、大学教授および講師の 20％、

技師の 30％が職を求めて国外に移動した

（Wickramasekara 2003）。

1.3. 拡大期（1990 年～現在）

1989 年、軍事クーデターによりバシール

政権が誕生し、翌 1990 年に制定された高等

教育法は、同政権におけるスーダンの高等

教育改革の始まりとなった。政府は各州に

大学を新設し、その結果学生数が 1989 年の

6,080 人から、わずか 1 年で 13,210 人にま

で増加した（Assal 2010）。

そして 2007 年、スーダン政府は長期的

開発戦略として「25 ヵ年国家戦略 2007 ～

2031 年」を発表する。同国家戦略は教育に

限らない包括的な国家戦略であり、①主権、

②経済戦略、③能力強化・コミュニティ開

発、④社会サービスを重点開発課題とし、

③能力強化・コミュニティ開発の観点か

ら、国が直面する開発課題を解決するため

に必要とされる人材を育てることを目標に、

高等教育の重要性に言及している（SNCSP 

2007）。さらに、技術教育の向上、労働市

場のニーズに応えるための人材育成を中心

に高等教育に関する戦略目標が設定されて

おり、特に、技術教育に関しては高等教育

就学の 60％到達を目標としている（ibid., 

p.133-136）。同国家戦略では基礎教育に特

化した計画の言及はなく、スーダンが国家

発展のため、高等教育に優先を置いている

ことがわかる。

予算分配に関し、この拡大期においても
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政府は高等教育を重視していると言える。

2005 ～ 08 年において、教育予算全体の

65％が初等・中等教育、30％が高等教育に

分配され、基礎教育への分配率が高くなっ

ているが、他国のデータと比較するとスー

ダンの基礎教育への分配率は低く、高等教

育に多くの予算を分配していることがわか

る（表 1）。

1990 年の高等教育法は高等教育拡大を達

成したが、高等教育政策における失政への

指摘は多く（Ramadan 2007；Gasim 2010；

Tenret 2016）、特に El-Hassan（1992）は、

バシール政権の高等教育に対する改革は取

り返しがきかず、経済および発展に深刻な

影響を与えていると批判している。1990

年代前半よりバシール政権は Al-Saleh 

Al’Am（ 英 訳：for the sake of public 

interests）という名の政策の下、全ての教

育関係者に同政権への忠誠を誓うことを要

請し、多くの大学教授や講師が解雇された

（Rothbart & Yousif 2016）。この結果、高

度人材はより良い条件の職を求め国外へと

出ていき（Gasim 2010）、Bishai（2008）に

よれば、1992 ～ 94 年の 2 年間で 100 名以

上の教授がハルツーム大学を辞職した。そ

の穴を埋めたのは経験不足の講師や卒業生

であった。また、大学の施設不足を解消す

るため、後期中等教育の校舎を大学として

利用し、それまで 6・3・3 制であった教育

システムを現在の 8・3制に移行した（Gasim 

2010）。2000 年代に入っても高度人材の国

外流出は止まらず、2005 年においては、スー

ダン人医師の 60％が国外におり（Gesmalla 

& Badr 2018）、2012 年だけで医療従事者

などの高度人材を含む 9 万 1000 人が労働

のため国外へ移動し、1,002 人の大学関係

者がポスト数の不足や低賃金を理由に、サ

ウジアラビアを始めとする国外に移住した

（Sudan Tribune 2013）。萌芽期から始まっ

た高度人材の頭脳流出は拡大期に入っても

止まることはなかった。

IOM（2011）は移住に対する包括的な国家

戦略がないことを指摘しており、25 ヵ年国

家戦略 2007 ～ 2031 年も頭脳流出における

脅威や対策について触れていない。また、

スーダンの貧困削減戦略ペーパー（Poverty 

Reduction Strategy Paper: PRSP）は、訓

練をうけた教師らが湾岸諸国に流出してい

る事実に懸念を示し、教師らの流出を防ぐ

ために緊急のインセンティブが必要である

と述べているが、巻末のポリシー・マト

リックスにこの問題に対する計画はない

（Government of Sudan 2012）。

以上のように、スーダンでは予算分配な

どの教育政策や国家戦略において高等教育

に重点が置かれてきた一方、高等教育修了

者が国内に留まることなく頭脳流出として

国外に出てしまう傾向があり、対策の必要

性が叫ばれているが、その成果は確認でき

ていない。このままでは国内の高等教育人

材の空洞化が進み、国内産業の発展にネガ

ティブな影響を与え、医師や教授の国外流

出により、医療や科学技術の発展も滞るこ

とが確実である。

２．スーダンの「the situation」

「25 ヵ年国家戦略 2007 ～ 2031 年」は、

国が直面する開発課題を解決するために必

要とされる人材を育てることを目標として

いるが、スーダンが直面する開発課題とは

具体的に何だろうか。

まず、社会サービスの整備、人材育成、

教育の質向上に向けた改革が非常に重要な

時期にあることである。スーダンと現在の

南スーダン間で勃発した南北スーダン内戦

（1955 年～ 1972 年、1983 年～ 2005 年）は

2005 年の南北包括和平合意への署名によっ

て終結したが、ダルフール地域において多

くの犠牲者と国内避難民を発生させた政府

と武装勢力間の争いであるダルフール紛争

（2003 年頃～）は、未だ完全な和平合意が
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結ばれていない。とは言うものの、ダルフー

ルは事実上の停戦状態にあり、紛争と開発

の観点からみれば、現在スーダンは復興期、

むしろダルフールや南部 2州（南コルドファ

ン州および青ナイル州）といった紛争被害

地域を除けば、開発期にあり、教育を始め

とする社会サービスの整備、人材育成、教

育の質向上に向けた改革が非常に重要な時

期にあるのである。こうした教育を含む社

会サービスの発展が重要視される中で、政

府への信用度の問題がある。Transparency 

International（2018）の報告書によれば、

スーダンの腐敗認識指数は 180 か国中 172

位と腐敗国トップ 10 にランク付けられてい

る。Ismail（2011）も、汚職がスーダンの

公共セクターを特徴付ける事象となってい

ることを指摘し、既にスーダン社会に蔓延

した汚職行為を解決することは難しいと述

べている。また後述するように、公務員採

用なども、こうした汚職、腐敗にからめと

られており、高等教育人材が活躍するため

の政治・経済環境が整備されていない状況

にある。

次に、国内経済の不安定さとビジネス環

境の整備不足も肝要な開発課題である。スー

ダンの深刻な経済不況は 2011 年の南北スー

ダン分裂を機に始まり、主な外貨収入源で

あった石油収入の約 70％を失った。2017 年

10 月、約 20 年に及んだアメリカの経済制

裁が解除され、国外投資の増加や、国内産

業の活発化といった国内経済発展に期待が

寄せられたが、その期待されたシナリオと

は反対に、スーダンの通貨安およびインフ

レが進んだ。期待していた国外投資も思う

ように伸びず、スーダンが巨額の対外債務

を抱えていること、アメリカのテロ支援国

家に指定されていることは、官民両セクター

における国際社会からの支援を困難にさせ

ている。

無論、その他様々な要因も複雑に絡み合っ

てスーダン情勢を構築しているが、本研究

のインフォーマントらも前述の社会サービ

スの欠如や、政府の汚職、経済情勢を暗示

し現在のスーダン社会を「the situation」

と一言で表していた。まさに、これら「the 

situation」を向上させるためには、国内産

業の活性化を進め経済を発展させるだけで

は事足りず、政府の介入や外交問題の解決

など官民の連携が必要不可欠であり、これ

らを担う人材が求められているのである。

以上のようにイギリス統治下で開始され

たスーダンの高等教育は、1956 年の独立か

ら高い予算分配や教育政策を受けて拡大し

てきたが、教育情勢を取り巻く政治や経済

情勢の不安は尽きない状況が続いている。

また、医師や教授などの高度人材や大学卒

業者が国外に流出している状況は、国内の

労働市場における高等教育人材の不足を招

き、国内産業の停滞につながる。社会に出

ようとしているまた社会に出て間もない若

者たちは、国外移住と残留の間で将来をど

のように描こうとしているのだろうか。以

下では、ハルツームで実施した若者へのイ

ンタビュー調査結果を基に、政府がどのよ

うな要素を高等教育政策に取り込めば、頭

脳流出を防ぎ、政府が目指す国家の課題解

決のための人材育成につながるか考察する。

３．研究方法

本研究の調査は、2018 年 3 月から 5 月の

うち 6 日間、首都ハルツームで行い、ハル

ツームの政府系および私立大学学生および

大学卒業後 8 年以内の若者 26 名に進路形成

に関する半構造化インタビュー調査を実施

した。インタビュー形式は、1 対 1 で行う

こともあれば、2 名～ 5 名程度のグループ

で行うこともあった。

高等教育省のホームページ上にある高

等教育機関名リストを数えると、政府系

大学が 36 校、私立大学が 19 校、私立カ

レッジが 52 校、技術系専門大学が 18 校、
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研究機関が 9 施設の計 134 校（Ministry 

of Higher Education and Scientific 

Research 2017）であり、そのうち 78 校 (5)

がハルツーム州にあることから、高等教育

機関の過半数が首都ハルツームに集中し

ている。ハルツームに集中しているのは

大学数だけでなく、生徒数も同様である。

2008-09 年の入学生徒数において、政府系

大学に入学した学生のうち、およそ 7 割が

ハルツームの大学に進学している（Sudan 

Central Bureau of Statistics 2010, 

p.322-323）。首都ハルツームはスーダンの

高等教育の中心地である。

インフォーマントはインタビュー当時の

男性現役大学生が 9 名、女性現役大学生が

10 名、男性卒業生が 3 名、女性卒業生が 4

名の計 26 名である。彼らの入学校および出

身大学はハルツームにある大学である (6)。

私立カレッジや技術系専門大学の関係者か

らのインタビューは本調査では行っていな

い。インフォーマントの学部数は 11 学部に

およんだ。

教育研究において、スーダンに住む若者

に直接インタビューした調査は、医学部

生への進路形成に関する調査を実施した

Mutwali, Omer & Abdalhalim（2015）やア

ファーマティブ・アクション政策の実際を

調査した Tenret（2016）などのわずかな事

例を除き他にない。さらに、スーダン人の

国外移住に関する研究では、Khawaja et. 

al.（2008）などがオーストラリア在住のスー

ダン人難民へのインタビュー調査を実施し、

在外スーダン人に焦点を当てている。この

ように、スーダン在住の若者の声を反映し、

国内から国外移住に着目した本研究は、スー

ダンの現状を分析するための希少な研究で

ある。

４．調査結果

まず、高等教育進学の動機および卒業後

の進路希望の質問から大学進学と卒業後の

進路形成の関係性、卒業後の懸念事項を明

らかにする。そして卒業後の進路に関し最

も回答の多かった国外への移住に関し、若

者の傾向を分類した上で本研究目的の考察

を行う。

4.1. 大学進学と卒業後の進路形成の関係性

一般的に、高等教育へ進学するために

は政府系および私立を問わず、毎年 3 月

下旬から 4 月上旬に開催される全国一律

の 共 通 試 験（Sudan school certificate 

examination）を受験する。共通試験の点数

発表後、複数の希望大学の学部を高等教育

省に提出する。試験の点数が高ければより

難易度の高い大学の学部に合格しやすくな

る。その後、入学校の通知を受けるという

過程をたどる。

大学および学部選択に関する質問の回

答から、大学選択時に既に将来を見据え

ていた者もいない者もおよそ半数ずつであ

り、ハルツームの若者たちが必ずしも将来

の目標を定めて計画的に大学および学部選

択を行っているとは言えないことが明らか

となった。実際、2008-09 年の統計では、

中等教育卒業者の高等教育への入学率は

87％と高い数値を示しており（World Bank 

2012）、多くの高校生が大学に進学している

ことがわかる。また、「（今の社会において）

高卒では不十分になってしまった。昔（親

の世代）は高卒が多かった。」（私立 R 大学

情報学部 1 年、女性）(7)、「理由なくただ学

位をとるだけに大学に来る人もいる。」（政

府系 S 大学工学部 1 年、男性）といった発

言からも、高等教育のマス化が進んでいる

ことを学生たちは把握しつつも、卒業後、

ハルツームないし国外の学歴要請社会でよ

り良い暮らしを手に入れるため、大学入学

を選択したといえるだろう。



スーダン共和国の頭脳流出における高等教育政策改革の一考察―首都ハルツームの若者へのインタビューから―

－ 53 －

4.2. 卒業後の懸念

実際に入学してみて、「期待と違った。」

（私立 R 大学情報学部 1 年、女性）、（政府

系 S 大学工学部 1 年、男性）、（私立 A 大学

経営学部 4+1（honor(8)）年生、女性）、「成

績優秀でも仕事がない。」（私立 R 大学情報

学部 1 年、女性）、「スーダンでは就活より

婚活の方が簡単。」（政府系 S 大学大学院国

際関係学修士 2 年、女性、政府系 S 大学通

信科学 PR 学科卒）との回答があり、入学前

の学びへの願望や将来設計と入学後の実際

のミスマッチが明らかとなった。スーダン

では国民の義務ではないが、公共セクター

で働く場合は「ナショナル・サービス」と

いうインターンシップ制度を終了した証明

書の提示が必要とされることから、大学卒

業後にナショナル・サービスを受ける学生

が多い。UNDP（2013）によれば、ナショナ

ル・サービスは、1992 年に制度化され、18

歳から 33 歳のスーダン国民に、軍事、社会

福祉活動のための教育ないし文化的方法を

用いた若者の訓練を目標としている。しか

し、本調査より、ナショナル・サービスの

終了証明書の提示を求める民間企業の存在、

国外留学のための奨学金制度申し込みのた

めの提出の必要性、といった公務員になる

ためだけでなく、他の場面でも終了証明書

の提示が必要なことが判明した。本調査か

ら明確であったことは、ナショナル・サー

ビスの評判は総じて肯定的ではなく、大学

から勤務先の斡旋はなく、生徒自身が自力

で探す必要があり、縁故者が優先されるの

が現実である。例えば、ナショナル・サー

ビスの実習期間は通常 1 年間であるが、縁

故採用者であったインフォーマントの 1 人

は 1 年間で 2 度オフィスに通勤したのみで

ナショナル・サービス終了証明書を受領し

たため、勤務した企業の名前も覚えていな

いと述べていた。また経験者も未経験者も

本制度は「時間の無駄」だと筆者に語った。

インターンシップ制度と言えば聞こえはい

いが、将来の目標達成のためにナショナル・

サービスが必要な学生にとって、実習先を

斡旋してくれる人がいなければ、非常に壁

の高い制度である。

その他の卒業後の懸念として本調査では

若者の強い国外への移住希望が確認され

た。「スーダンにいても何もないから、外に

出たい。」（私立 U 大学経済社会学部経済学

科 1 年、男性）、（政府系 K 大学地理環境学

部 3 年、女性）、「この国にはコネ社会の問

題がある。この問題が私たちの望みを無く

す（hopeless）。」（私立 R大学情報学部 1年、

女性）、（私立 O 大学教養学部英文学科 4 年、

男性）。これらの希望は若者だけでなく、彼

らの親も望んでおり、インフォーマント（政

府系 K 大学地理科学学科 3 年、女性）の父

親は国外での就職を彼女に勧めていると述

べていた。前述した汚職が蔓延する社会構

造の存在や経済の低迷は学生や彼らの親た

ちにスーダン社会に対する無益感を植え付

け、国外への進学や就職という進路に希望

を与えている。しかし、彼らはスーダン社

会において、頭脳流出組と一つにまとめら

れるグループなのだろうか。

4.3. 国外移住志望度と知識の国への還流度

卒業後、国外に行きたいと述べたイン

フォーマントの発言に着目し、彼らを「意

識的往還型」、「選択的残留型」、「希望的流

出型」に分類した。さらに希望的流出型は、

インタビュー時点で、留学や国外での就職

を計画している「計画組」と具体的な計画

はないが国外に行きたいという「未計画組」

に分けられた。彼らの回答は表 2 の通りで

ある。次に縦軸を知識の国への還流度、横

軸を国外移住の志望度を示した見取り図に、

上記の 4 グループをあてはめると図 1 のよ

うになった。本調査では見られなかった意

識系もこの枠組みに存在することが予想さ

れるため、「国内貢献型」、「国外貢献型」、「傍

観者的国内居住型」、「国外羨望的国内居住



（表 2）各グループの国外移住に関する回答一覧

（図 1）国外移住志望度と知識の国への還流度の見取り図（調査結果を基に筆者作成）
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型」と分類し、図 1に示した。インタビュー

中、「国内貢献型」および「傍観者的国内居

住型」にあてはまる国外に出たくないと答

えたインフォーマントは 1 人もおらず、進

路形成の話題になっても国外への移動に言

及しなかったインフォーマントが 4名いた。

表 2 のとおり、インフォーマントの多く

が希望的流出型に分類され、その中でも未
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計画組が多くいた。彼らが実際に卒業後に

移住するか否かは不明だが、スーダン社会

への無益感は他のグループと比較して高い

傾向にある。「意識的往還型」と「選択的残

留型」は、国外へ移動することも、スーダ

ンで生活することにも肯定的であるが、両

者の違いは、国外で積んだ経験を通して将

来的にスーダンに貢献したいと答えたのが

前者である。前者のグループの 5 名のうち

2 名が大学に関して満足感を得ている以下

のような発言を行った。

「2008 年から 2016 年まで家族と国外に

住んでいたが、ハルツーム大学に入学

するため自分だけスーダンに戻ってき

た。他国よりもスーダンの教育は勝っ

ている（stronger）。建築についてしか

知らないが、大学入学を考えていたド

バイの教授に尋ねたところ、ドバイよ

りもスーダンが良いと言われた。」（政

府系 K 大学建築学部 2年、女性）

「ここ（スーダン）では教授方法がしっ

かりしている。…（中略）…外国（ア

メリカ）で教授たちがどうやって教え

ているか見てきたけど、スーダンも悪

くない。我々も同じ基礎を身に着けて

いる。」（アメリカ州立大学大学院修士

課程 2 年、男性、政府系 K大学工学部卒）

また、本調査では、学びたい分野の有無

が残留か国外移動の決め手となることも以

下発言より明らかとなった。

「スーダンから出たい気持ちもあるが、

整骨療法も学びたいので、その場合は

スーダンに残る。スーダンの整骨療法

は外国でも認知されている。」（政府系

N大学医学部 5年、男性 B）

「若者がスーダンから出ていく現象は悲

しい。自分は神経科学を学びたいが、

スーダン及びアラブ圏でも不可能なの

で、海外に出たい。」（政府系 N 大学医

学部 5年、男性 A）

以上より、政府は多くの費用を高等教育

にあてて高等教育に着目してきたが、1970

年代から本格化した頭脳流出は現在も続

いている。それと同時にハルツームの高等

教育のマス化が進む中、本研究は、若者た

ちが卒業後のスーダン社会の脆弱さやネポ

ティズムの問題から自国に対する無益感を

覚え、国外への進学や就職という進路に希

望を抱いていることを明らかにした。また、

彼らの発言から「意識的往還型」、「選択的

残留型」、「希望的流出型・計画組」、「希望

的流出型・未計画組」の 4 つの意識系が分

類され、その周辺にある他の意識系を含む、

国外移住志望度と知識の国への還流度を表

す枠組みが本研究において確立された。次

の考察では、図 1 の枠組みを用いて、どの

ような要素を高等教育政策に取り入れれば、

頭脳流出の否定的な影響を防ぎ、政府が望

む貢献型人材の拡大につながるかを検討す

る。

５．考察

スーダン政府は比較的早くから国の発展

に貢献する人的資本を育成するため、高等

教育政策に着目してきたが、政府の手法や

計画の欠如が指摘されてきた（El-Hassan 

1992; Beninyo 1996; Ramadan 2007；Gasim 

2010；Tenret 2016）。また独立以降続く頭

脳流出は問題視されてきたものの、歯止め

をかける政策の実施はなおざりにされてき

た。スーダン国内の教育機会の増加、社会

からの学歴需要の高まりがみられる中で、

学歴をつけても高等教育の出口を塞ぐネポ

ティズムという壁がある。この障害が、若

者のスーダン社会に対する無益感を助長さ
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せ、国外移住に希望を抱かせていたことが

本研究より明らかとなった。その一方で、

意識的往還型のような、一度はスーダンを

出たいが、いずれスーダンに戻って国に貢

献したいと考えるグループも確認された。

以上より、現状のスーダンにおける頭脳流

出対策として、一時的な頭脳流出を肯定的

に捉え、高等教育人材の国外移住から利益

を得るため、意識的往還型の人材を増やす

ような高等教育政策が必要であると考える。

ここで 4 つのグループを基に、産・官・

学のアクターによる頭脳流出対策のための

高等教育政策例をまとめる。本研究は学生

のリアルな声に焦点をあてた質的研究であ

り、定量的なデータ収集をしていないこと、

また前述したようにスーダンの頭脳流出政

策が初期段階にあることから、長期的な高

等教育政策への提言を行うのではなく、第

一段階と称し、現時点のスーダンの高等教

育政策に必要と考えられる要素を提言する

に留めたい。まず、産業界の取り組みとし

て、高等教育機関と連携した就職説明会の

実施などがあげられる。インタビューにお

いて、希望的流出型・未計画組の国内外の

進路に関する情報の不足が見受けられた。

既に一部の大学の学部では企業の大学訪問

が実施されているようであったが、一般化

していないことも明らかとなったので、国

内市場を大学生に周知させる機会を設ける

ことは、希望的流出型・未計画組の国内貢

献型や選択的残留型への移行を促すだろう。

次に政府は、既存のナショナル・サービス

の質向上、留学後の帰国に対するインセン

ティブの付与を検討することが重要だろう。

政府が大学と連携し、ナショナル・サービ

スを希望する学生に政府機関および企業を

紹介することで、ネポティズムの問題は解

決され、また双方のニーズにあったナショ

ナル・サービスを実施することができる。

また、帰国に対するインセンティブの付与

は、意識的往還型グループを増やすことに

つながると考えられる。最後に、大学は、スー

ダンの科学技術分野や産業界と連携した学

部の新設や発展を担う必要があると考える。

本調査では、学びたい分野の有無が国外移

動の決め手となるケースが明らかとなり、

潜在的な国内貢献型の若者も国外へ出てい

く可能性が示唆された。よって、学部や学

科の新設は一考の価値がある。また、前述

の「25 ヵ年国家戦略 2007 ～ 2031 年」では、

技術教育の促進に触れていたが、スーダン

は金などの鉱山資源の保有量が多く、世界

有数のアラビアガムの産地でもある。技術

者の育成も重要だが、こうした外貨収入に

つながる国内産業の研究はスーダン人自ら

が発展させていくことで、政府の望む人材

育成につながるのではないか。

以上は、頭脳流出対策の第一段階の一考

察であるが、一時的な頭脳流出を肯定的に

捉えるべき理由は、国外に住むスーダン人

からの送金が貴重な外貨収入源になってい

るためである。Wickramasekara（2003）は、

移民の帰国が成功した台湾と韓国の経験よ

り、高度人材を自国に残留させるためには

早急な経済発展が必要であると述べている。

しかし、スーダンにおいて頭脳流出そのも

のを停止するような政策を行えば、外貨収

入は減り、経済に更なる悪影響を及ぼすこ

とが想定される。頭脳流出対策として自国

の経済発展が重要であることは言うまでも

ないが、スーダンの経済情勢を鑑みると短

期的な成長は厳しく、政府は長期的な経済

戦略計画を粘り強く実施していく必要があ

る。そのため、経済政策だけでなく、頭脳

流出を肯定的に捉え、国外で知識や経験を

身に着けた「意識的往還型」の高等教育人

材が帰国し、国の開発や成長に貢献しやす

い環境を整えることも不可欠である。

以上より、頭脳流出対策の第一段階とし

て高等教育政策に必要とされる要素は、一

時的な頭脳流出を肯定的に捉え、一度国外

で経験を積んだスーダン人の帰還を促し、
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彼らから利益を得るための高等教育政策の

実施である。そのためには、本調査で明ら

かとなった 4 つのグループの特性を捉えた

教育政策を実施し、産官学が連携して、意

識的往還型または国内貢献型の人材を増や

していく取り組みが重要であると考える。

おわりに

2018 年 12 月、長引く不況に声をあげた

国民の抗議活動はスーダン全土に広がり、

翌年 4 月、30 年にわたったバシール政権が

崩壊した。そして軍民双方が参加する暫定

統治機構が設立され、新たな国造りが始まっ

たところである。この状況下、高等教育政

策において新政府が若者の頭脳流出を肯定

的に捉えつつ、彼らが得た知識をスーダン

に還元することに着目したプロジェクトの

計画と実施は、スーダンの発展を左右する

と言っても過言ではないだろう。

本研究の限界は、地方大学に通う学生の

声が反映されなかった点である。ハルツー

ム州の初等教育退学率が 9.3％であるのに

対し、紛争被害地の一つである青ナイル州

は 42.5％（UNICEF 2016）とスーダンの地

域格差は大きい。高等教育のマス化が進ん

でいるのは首都を中心とした都市部のみ

で、地方や農村においては異なる文脈で若

者たちの高等教育機関への進学とその後の

進路形成が行われていることも考えられる。

よって、本研究結果が必ずしもスーダン全

体を表しているものではないことに留意す

る必要がある。また、サンプル数の増加、

留学や国外就職から帰国した者へのインタ

ビューを行うことにより、本研究で検証で

きなかった「国内貢献型」、「傍観者的国内

居住型」、「国外羨望的国内居住型」、「国外

貢献型」の意識系のグループの解析へアプ

ローチすることができ、スーダンの頭脳流

出対策に関する高等教育政策の考察をより

深めることが可能になるだろう。

付記

本稿の見解は著者によるものであり、在

スーダン日本国大使館の見解を示すもので

はない。

注記

(1) 本稿では、断りがない限り統計データは全て

World Bank Open Data（https://data.worldbank.

org/）を使用した。

(2) スーダンの初等教育は 8年、中等教育が 3年で

ある。

(3) 2005 ～ 08 年当時、現在の南スーダンもスーダ

ン共和国であったが、本データは北部スーダン

（現スーダン）のデータである。

(4) ケニアを除く他国は初等教育が 6年であるのに

対し、スーダンは 8年である。よって、数値は

世界銀行が 6年分を計算したものであり、括弧

内が 8年分の数値を示している。

(5) 134 校のうち 3校の所在が不明である。

(6) インフォーマントの 1名に現在アメリカの大学

院に通う男性がいるが、彼はハルツームの政府

系大学で学士号を取得した。

(7) 本稿では、インフォーマントの発言を「　」内

に記載した後、左から大学と学部、学年、性別

を、卒業生の場合は現職ないし大学院、性別、

卒業大学の情報を括弧内に表記する。

(8) スーダンでは、学位 4年に加えて 1年通学する

ことでオナー（honor）が付与される。
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A Case Study in Khartoum
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This study aims to find elements for developing higher education policy 
in order to stem a brain drain in Sudan based on the interview with university 
students and graduates in Khartoum, the capital of Sudan.

Sudan has focused on higher education since its independence in 1956, 
especially concerning budget allocation. It has been expanding the number of 
educational institutions and students following the formulation of the Higher 
Education Act 1990, under the former regime (1989-2019). However, a large 
number of highly-skilled workers, such as doctors and professors, have been 
leaving the country aiming to secure a better life owing to the unstable political 
and economic situation. This brain drain leads to a hollowing out of the highly 
skilled human resources and to economic stagnation in the country.

I conducted a semi-structured interview in Khartoum from March to May 
2018. The interviewees were 26 university students and graduates. I found that 
almost all interviewees intended to go out of Sudan, and they could be categorized 
four groups: (1) voluntary returning group, (2) acceptable remaining group, (3) 
aiming planned emigration group, and (4) aiming unplanned emigration group. 
The fi rst group intends to come back after they get experience abroad. The second 
one hopes to go out, but considers that staying in Sudan is another option. The 
last two types are eager to move out, but the former group has plans for studying 
or working in foreign countries; the latter one has no specific ideas. Given the 
country's political and economic situation, this study recommends accepting the 
temporal brain drain and focusing on the increase of the number of voluntary 
returning group in collaboration and cooperation with researchers, companies, and 
policymakers. 


